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図 3、表 2 に、基礎に作用する全荷重に対するパイプと

沈下抑止杭が負担する全軸力の比（荷重分担比）を示す。

パイプ（杭）の軸力は荷重度の増加とともに増大するが、

荷重分担比は荷重度が大きくなると若干減少する傾向に

ある。これは、パイプ（杭）の周面摩擦抵抗が次第に塑

性化するためと思われる。また、併用基礎では沈下抑止

杭の存在により、地盤補強より 0.15～0.2 程度大きな荷重

分担比となることがわかる。 

１．はじめに 
その 1 に引き続き、小型基礎の載荷試験による 基礎ス

ラブの沈下量とパイプおよび沈下抑止杭の軸力の計測結

果について報告する。併せて、３種類の基礎に対する沈

下予測解析結果について報告する。 
２．沈下計測結果 
 図１に載荷荷重度と沈下量の経時変化を示す。当該敷

地では、盛土による地盤の自然沈下が年間 5 ㎜程度生じ

ていることがわかる。そこで、同図(b)に、基礎スラブの

沈下量から地盤の自然沈下量を差引いて、載荷荷重のみ

による基礎の沈下量を評価した。荷重保持時間を十分確

保できなかったため、各荷重段階（30、
50kN/㎡）での沈下量はいずれも終息に

至っていないが、p=30kN/㎡、50kN/㎡
での最終沈下量を同図(b)より求めると、

表 1 のようになる。（ ）内の数値は、

直接基礎に対する沈下比を表しており、

地盤補強、併用基礎共にパイプおよび

杭により沈下低減効果が現われており、

併用基礎の方が効果は大きい。 

なお、結果の掲載は省略するが、パイプおよび沈下抑

止杭の先端軸力は頭部軸力の 10～15％で、鉛直抵抗の多

くが周面摩擦抵抗であった。 
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図 1 載荷荷重度と沈下量の経時変化 
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 表 1 p=30,50kN/㎡載荷時の最終沈下量

 30kN/㎡ 50kN/㎡
直接基礎 12.3 ㎜ 40.0 ㎜ 

地盤補強 10.0 ㎜  
(0.81) 

23.0 ㎜ 

併用基礎 8.5 ㎜ 
(0.69) 

20.3 ㎜
(0.51) 
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図 2 パイプと杭軸力の経時変化 

地盤補強(パイプ１本）

 地盤補強、p=50kN/㎡は載荷 2 ヶ月 

３．軸力計測結果 
 図 2 に、パイプと沈下抑止杭の頭部

軸力の経時変化を示す。同図(a)はパイ

プ、沈下抑止杭１本当たりの軸力を、

同図(b)は全軸力を示している。 

表 2 p=30,50kN/㎡載荷時の荷重分担比 
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図 3 （パイプ、沈下抑止杭）軸力の荷重分担比の経時変化 

 30kN/㎡ 50kN/㎡ 

全荷重 120kN 200kN 

地盤補強 0.39～0.47 0.39～0.42 

併用基礎 0.59～0.65 0.54～0.56 
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４．沈下予測解析 
 3 種類の基礎のついて、p=30kN/㎡、50kN/㎡の最終沈下

量（圧密度 100％）に対する沈下予測解析を行った。 
(1) 解析方法 
 解析ケースを表 3 に示す。直接基礎の解析は、

Steinbrenner の解 1）と格子モデルを組合わせた方法で行い、

地盤補強と併用基礎の解析は、地盤－パイプ（杭）－基

礎スラブの相互作用を考慮した図 4 に示す解析法（ハイ

ブリッド法）に加え、簡便法として、図 5 に示す等価荷

重面法 3）の 2 種類で行った。ハイブリッド法では、基礎

スラ ブか ら 地盤 およ び パイ プ（ 杭 ）へ の影 響 は

Steinbrenner の解、パイプ（沈下抑止杭）から地盤への影

響は Mindrin の第 1 解 2）を用いて評価した。 
また、等価荷重面法による荷重の仮想作用面は、地盤

補強、併用基礎共にパイプ先端からパイプ長（5ｍ）の

1/3 位置に相当する GL-3.4m とした。 
 

基礎種別 解 析 法 

直接基礎 Steinbrenner の解＋格子モデル 

地盤補強 ハイブリッド法 等価荷重面法 

併用基礎 ハイブリッド法 等価荷重面法＋ハイブリッド法

 
(2) 解析に用いた地盤モデルと地盤定数 

解析に用いた地盤モデルと土質定数を表 3 に示す。GL-
1～-7ｍの圧密層（シルト層）の地盤ヤング率 E は、圧密

試験による体積圧縮係数ｍv を利用し、式(1)により計算し

た。パイプ（杭）の周面摩擦抵抗τf は、一軸圧縮圧縮試

験より求めたｑu および SWS より推定した粘着力 c を採

用し、杭先端極限支持力度ｑfは 6・c を採用した。 

vm
E 1

3
2
⋅=   (kN/㎡) ・・・・・ (1) 

 
下端 
深度 

体積圧縮係数 
mv 

(m2/kN) 

ヤング率 
E 

（kN/ m2） 

杭周面摩擦 
抵抗τf 

（kN/ m2） 

杭先端極限 
支持力度ｑf

（kN/ m2） 

1ｍ － 5000 15 － 
7ｍ 2.0×10-3 333 11 6×11 
13ｍ 1.0×10-3 667 16.5 6×16.5 
15ｍ － 3000 30 － 

 
(3) 解析結果 
 図 6 に基礎中央部における沈下量を、図 7 に直接基礎

の沈下量に対する地盤補強と併用基礎の沈下比を示す。 
 併用基礎では、ハイブリッド法、等価荷重面法共に直

接基礎より沈下量は小さく算出されるが、地盤補強（等

価荷重面法）では、直接基礎より大きな沈下量が算出さ

れ、パイプの沈下抑止効果を評価することはできない。 
これは、直接基礎では、地中応力が支配的となる GL-1ｍ

までの盛土層の E が

それ以深のシルト層

より 1 桁以上大きな

値となり、この層で

の荷重分散効果が顕

著であるのに対して、

等価荷重面法では、

荷重の仮想作用面の

直下が軟弱層であるため、この層の沈下量が支配的とな

り、盛土層での荷重効果が考慮されないためである。 
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図 4 ハイブリッド法の解析モデル 
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図 5 等価荷重面法による解析モデル 表 3 解析ケース 

 既に述べたように、載荷試験では十分な荷重保持時間

を確保できなかったので、解析結果は実測値を大幅に上

回っており、解析精度に言及することはできないが、図 7
と表 1 に示した沈下比を比較すると、ハイブリッド法を

用いることによって、地盤補強、併用基礎共に直接基礎

に対する沈下低減効果を比較的よく表現できていると思

われる。 
△：p=30kN/㎡、○：p=50kN/㎡・・・ハイブリッド法

▲：p=30kN/㎡、●：p=50kN/㎡・・・等価荷重面法  
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表 3 解析に用いた地盤モデルと地盤定数 

図 6 基礎中央の沈下量    図 7 直接基礎に対する沈下比 

５．おわりに 
 軟弱粘性地盤上の小規模建物を対象とした地盤補強と

併用基礎の沈下低減効果を確認するための現位置載荷実

験と沈下予測解析の結果を報告した。載荷実験は継続中

であり、最終的な計測結果とより詳細な解析結果につい

ては、次回報告する。 
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